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研究要旨 

【研究目的】本研究の目的は、市民による AED 使用の事後検証体制構築向けて解決すべき課

題を明らかにすることと、地域全体の検証項目として市民の自律的な実施の割合に着目し、その

現況と年次推移について明らかにすることである。【研究方法】1) AED の内部記録の分析・検

証体制の調査：全国 298 の都道府県・地域 MC 協議会に調査票をメールで配布し回収した。調

査項目は、一般市民が使用した AED の波形の分析に基づく検証の有無、非実施の場合の理由と

した。2) 市民による自律的な AED の実施状況についての基礎的調査：消防データを用いて、

市民が「自律的に」実施した可能性が高い場所（A 群）、施設等の職員が「他律的に」実施した

可能性が高い場所（B 群）ならびにそれらが混在している場所（C 群）ごとのバイスタンダー

CPR および AED の実施率および年次推移を調査した。【結果】1) 調査票の回答率は 73.8％
（220/298）で、事後検証の実施ありが 54 協議会（25%）であった。最多検証項目は AED 波

形解析（63%）であった。事後検証未実施団体における未実施の理由として「要項や体制がない」、

「MC 協議会で取り扱う案件ではない」、「波形解析の要望がない」、「データ抽出方法が不明」、

「手間がかかる」等の回答が得られた。2) 東京消防庁救急搬送データに基づき、2013-2017 年

の 5 年間の東京都内発生の院外心停止のうち、救急隊目撃例を除く 58,528 例を対象とした。全

例中 32.4%にバイスタンダーCPR が実施され、AED 装着の割合は 7.4%であった。目撃のある

症例中の AED 装着の割合は、目撃のない症例中の割合に比べて有意に高かった（12.0% vs 4.5%, 
p<0.0001）。デルファイ法に準じて「一般道路」のみが A 群に分類され、B 群には主に医療機関

や学校関連施設が分類された。A 群では目撃者の割合が最も多く（58.9％）、バイスタンダーCPR
の割合は B 群と比較して低く（31.4% vs 68.1%, p<0.0001）、AED 装着と目撃ある症例中の AED
装着の割合も B 群に比して低かった（12.2% vs 26.8%, 16.8% vs 28.4%, ともに p<0.0001）。B、

C 群において AED 装着の実施は経年的に増加傾向をみたが、A 群では有意な変化がなく、病院

前自己心拍再開と一か月後生存の割合はいずれの群も変化を認めなかった。【結語】事後検証体



 

 

制構築のためには、関連組織による会議体の設置の下、推奨検証項目の設定、データ集積や解析

方法と業務フローの検討が必要である。心停止の発生場所から推測された市民による AED の自

律的な使用の割合は未だ低いことが示され、今後はこの割合を地域全体の事後検証のための指標

のひとつとして注視していく必要があると考えられた。 

 
 
 

A．研究目的 

昨年度の本研究の分担研究「AED の内部記録

情報を含めた市民による AED 使用事例の事後検

証体制構築に関する検討」の報告書において、全

国の38.9％の消防本部が非医療従事者のAED 使
用事例の効果の検証をしていないというアンケ

ート結果が報告された。また検証を実施している

と回答した本部においてもその具体的な内容に

ついては判然としていない。同報告書において、

AED の使用の段階ごとに、円滑、適正な使用に

至らないいくつかの要因（図 1）を挙げているが、

これらはそのまま検証項目でもある。このうちの

多くは AED 機器の内部データ（波形、音声）か

ら得られるものである。そこで、医療機関、消防

機関、AED 製造および販売業者等が協力して分

析を行うことが可能な体制の構築に向けた、解決

すべき課題を明らかにすることを本分担研究の

目的とした。また、一般に「善きサマリア人（び

と）」と比喩される「市民による業務としてでは

ない自律的な
．．．．

実施」の現況と推移の把握は対象地

域全体の検証項目として極めて重要と考えられ

るが、今まで十分に検討されてこなかった。そこ

で本研究では併せて、市民の自律的な実施の現況

と年次推移について明らかにすることを目的と

した。 
 

B．研究方法 

B-1. AED の内部記録の分析・検証体制の調査 

全国 298 の都道府県・地域 MC 協議会に調査票

をメールで配布し回収した。調査項目は、一般市

民が使用した AED の波形の分析に基づく検証の

有無、非実施の場合の実施を妨げている理由とし

た。 
 

B-2. 市民による自律的な AED の実施状況につ

いての基礎的調査 

東京消防庁に依頼し、2014 年から 2017 年の 5
年間の全院外心停止症例データの中から、以下の

項目について収集し解析を実施した。収集項目は、

傷病者の年齢、性別、発生場所業態、心停止目撃

の有無、目撃者（市民・救急隊員）、バイスタン

ダーCPR の有無、バイスタンダーによる AED 装

着の有無、バイスタンダーによる除細動実施の有

無、救急隊による除細動実施の有無、救急隊によ

る初期心電図波形、収容前自己心拍再開の有無、

1 ヶ月生存の有無とした。 
次に、市民によるバイスタンダーCPR および

AED の実施のうち、市民が「自律的に」実施し

た可能性が高い場所と、施設等の職員が「他律的

に」実施した可能性が高い場所について、デルフ

ァイ法を用いて区分し、場所ごとの実施率および

年次推移を調査した。 
 

C．研究結果 

C-1. AED の内部記録の分析・検証体制の調査 

調査票の回答率は 73.8％（220/298）であった。

波形の分析に基づく
．．．．．．．．．

事後検証の実施率について

は、実施ありが 54 協議会（25%）、実施なしが



 

 

166 協議会（75%）であった。最も多い検証項目

は、実施団体の 63%が選択していた AED 波形解

析であった。また検証項目の組み合わせとしては

AED 波形、時間経過、ショック回数、音声デー

タが最も多く、実施団体の約 3 割が選択していた

（表１）。その他、「プロトコル上は『可能であれ

ば心電図・除細動データを入手』と定め、入手方

法は各消防本部に委ねている」、「消防署でデータ

抽出が可能な機種のみ解析している」等の回答が

あった。 
事後検証未実施団体における未実施の理由と

して、「要項や体制がない」、「MC 協議会で取り扱

う案件ではない」、「波形解析の要望がない」、「デ

ータ抽出方法が不明」、「手間がかかる」、「検証の

有用性がわからない」といった回答が得られた

（表 1）。 
 

C-2. 市民による自律的な AED の実施状況につ

いての基礎的調査 

東京消防庁救急搬送データに基づき、

2013-2017年の 5年間に東京都内発生の院外心停

止は 62,851 例であった。このうち救急隊の心停

止目撃例を除く 58,528 例を対象とした。全例中

32.4%にバイスタンダーCPR が実施されており、

AED 装着の割合は 7.4%であった。また双方が実

施されていた割合は 7.1%であった。目撃は全体

の 40.2%であり、目撃のある中でのバイスタンダ

ーCPR の実施率は目撃のない中での割合に比べ

て有意に高かった（41.8% vs 26.1%, p<0.0001）。
また目撃のある症例中の AED 装着の割合は、目

撃のない症例中の割合に比べて有意に高かった

（12.0% vs 4.5%, p<0.0001）。また目撃のある症

例中のバイスタンダーCPR とAED装着の双方を

実施している割合は、目撃のない症例中の割合に

比べて有意に高かった（11.4% vs 4.3%, p<0.0001）
（図 3、表 3）。 

次に、デルファイ法に準じて、「発生場所（消

防により分類されている 74 区分）」を予想される

バイスタンダーの属性を基に A、B、C の 3 群に

分類した。A 群は「『自律的に』蘇生を実施した

市民がバイスタンダーであった可能性が高い場

所」とし、B 群は「『他律的に』蘇生を実施した

職員等がバイスタンダーであった可能性が高い

場所」、C 群は「双方が混在している可能性が高

い場所」と定義した。A 群に分類された場所は、

一般道路のみであった。B 群には主に医療機関、

学校関連施設等が分類された（表 2）。 
3 群において、バイスタンダーCPR 実施、AED

装着の実施について比較した（図 4、表 3、図 5-a
～5-d）。A 群では目撃者の割合が最も多く

（58.9％）、他方バイスタンダーCPR の割合は B
群と比較して低く（31.4% vs 68.1%, p<0.0001）、
加えて目撃ある症例中のバイスタンダーCPR の

実施割合も低かった（39.4% vs 73.8%, p<0.0001）
（図 5-a）。AED 装着の割合ならびに目撃ある症

例中の AED 装着の割合も B 群に比して各々低か

った（12.2% vs 26.8%, p<0.0001, 16.8% vs 28.4%, 
p<0.0001）（図 5-b）。同様に、双方実施している

割合と目撃ある症例中に実施している割合も B
群に比して各々低かった（11.6% vs 25.7%, 
p<0.0001, 16.0% vs 27.7%, p<0.0001））（図 5-c）。 

A 群においては目撃ありの症例中のバイスタン

ダーCPR の実施や AED 装着、および双方の実施

の割合は、目撃なしの症例中の割合に比べてすべ

て有意に高かったが、B 群においては目撃なしの

症例中の実施割合は目撃ありの場合よりも低値

ではあったものの、大きな差異を認めなかった。

（図 5-a, b, c）。 
病院前自己心拍再開と 1 か月後生存の割合は A

群が他の 2 群と比して有意に高かった（18.8% vs 
13.0% vs 10.6%, p<0.0001、11.1% vs 5.8% vs 
4.8%, p<0.0001）（図 5-d）。 

各群のバイスタンダーCPR、AED 装着の割合

の年次推移を示す（図 6、図 7）。B 群と C 群にお

ける AED 装着の実施の割合は、目撃の有無を問

わず統計学的に有意な増加傾向をみた（B 群：目

撃あり/なし：p=0.0002 / p<0.0001、C 群：目撃



 

 

あり/なし：p<0.0001 / p=0.0347）。他方、A 群で

は目撃あり場合には増加傾向をみるものの、目撃

なしも含めて統計学的に有意な経時的な変化を

認めなかった（目撃あり/なし：p=0.12 / p=0.92）
（図 6）。また病院前自己心拍再開と一か月後生存

の割合はいずれの群においても統計学的に有意

な経時的な変化を認めなかった（図 7）。 

 

D．考 察 

D-1. AED の内部記録の分析・検証体制の調査 

内部データの解析に基づいたMC協議会の枠組

みでの取り組みは回答施設の 25%と非常に少な

い現況が示された。実施普及に向けた解決の糸口

は、未実施理由にある。予想された費用面の理由

も一定数あったが、そもそも記録を集めていない

点が最大の未実施理由であり、回答した MC 協議

会の 4 割近くを占めた。直接的な理由はおそらく

「要項や体制がない」ということであり、その背

景には、「事後検証対象外」と「波形解析の要望

がない」という実施者側の作為的あるいは不作為

的な姿勢が関連している可能性がある。また「検

証の有用性がわからない」という回答は、内部デ

ータから得られる情報を検討しそれに基づく検

証項目候補についてMC協議会で検討した結果の

選択か、内部データから得られる情報の活かし方

をそもそも十分に調査検討していないのか、のい

ずれかに関連していると考えられる。後者である

ならば、昨年度の分担研究報告書で示した要因

（図 1）をそのまま標準的な推奨検証項目として

広く提示していく方略が有用と考える。他方、「デ

ータ抽出方法が不明」や「手間がかかる」といっ

た点については、事後検証の必要性を医療機関、

消防機関、AED 製造および販売業者等で十分に

共有するための会議体の設置を図り、その場で具

体的な方法や業務フローを検討していくことに

よって解決していくと考える。 
 
 

D-2. 市民による自律的な AED の実施状況につ

いての基礎的調査 

救急隊以外による目撃のある症例いわゆる「突

然倒れた」傷病者全体に対する市民のバイスタン

ダーCPR の実施は約 4 割、AED 装着の実施は約

1 割と低率であった。その中で A 群すなわち『自

律的に』蘇生を実施した市民がバイスタンダーと

なる可能性が高い場所」では他の場所よりも目撃

症例が高率であるにもかかわらず、バイスタンダ

ーCPR やAED装着の実施割合は他の場所よりも

低い。年次推移をみても、B 群や C 群すなわち他

律的な実施が多いと考えられる場所における

AED 装着の割合が増加傾向にある一方で、A 群

では変化をみていない。A 群における病院前自己

心拍再開例や一か月生存例の割合が他群に比し

て有意に高いことを鑑みても、今後のさらなるバ

イスタンダーCPR の実施とAEDの使用の普及は

継続的な大きな課題といえる。 
本研究限界の一つとして、発生場所類型の決定

プロセスが挙げられる。今回はデルファイ法に準

じたが、今後はさらなる有識者集団の構成によっ

て決定していく必要がある。また A 群において蘇

生の実施頻度が全般に低かったことの要因のひ

とつとして、外傷による心停止が「一般道路」の

中に多く含まれている可能性が考えられる。今後

は心停止原因を含めた検討が必要である。 
 

E．結 論 

事後検証体制の構築にあたっては、医療機関、

消防機関、AED 製造および販売業者等で十分に

共有するための会議体の設置を図り、標準的な推

奨検証項目を設定し、データ集積や解析の具体的

な方法や業務フローを検討していく必要がある。

また、心停止の発生場所から推測された市民によ

る AED の自律的な使用の割合は未だ低いことが

示され、今後はこの割合を地域全体の事後検証の

ための指標のひとつとして注視していく必要が

あると考えられた。 



 

 

 

F．研究発表 

特になし 
 

G．知的財産の出願・登録状況 

特になし 
 

 



 
図1 AED使用の段階ごとの円滑・適正な使用に至らない要因（平成29年度分担報告書より抜粋） 



 
図2 調査票質問項目一覧 

 
 
 

表1 事後検証実施団体の検証項目・未実施理由の内訳と割合 

 
 



 
図3 院外心停止全例の解析フロー図 

 



表2 バイスタンダーの属性に基づく発生場所の類型 
A群：『自律的に』蘇生を実施した市民がバイスタンダーとなる可能性が高い場所 

一般道路 

B群：『他律的に』蘇生を実施した職員等がバイスタンダーとなる可能性が高い場所 

病院、クリニック、助産院、託児所、児童施設、学校、その他児童学校、グループホーム、特別老人ホー

ム、老人施設、養護学校、警察署、自衛隊、風俗営業店、エステ・マッサージ 

C群：A・B群のいずれかに分類しにくい場所 

競馬場、野球場、公園・ピクニック、その他公園、遊園地、動物園、駐車場、住宅、ホテル、会社・オフ

ィス、工場、その他仕事場、その他販売施設、一般飲食店、一般販売店、コンビニ、ショッピングモール、

デパート、市場、その他娯楽施設、パチンコ、カラオケボックス、ゲームセンター、その他健康美容、健

康ランド・銭湯、サウナ・銭湯、理容店美容院、専門学校、塾、その他芸術文化施設、美術館、カルチャ

ーセンター、図書館、映画館、ライブハウス、その他運動施設、スポーツジム、ゴルフ場、プール、その

他宗教、結婚式場、寺・神社、その他行政機関、議事堂、市区役所、線路、駅、空港、港、高速道路、東

京湾環状道路、農地、山林、河川・水路、海、建築・工場現場、その他 

 

 

図4 一般道路（A群）で発生した院外心停止例の解析フロー図 



表3 予想されるバイスタンダー属性ごとのバイスタンダーCPR実施・AED装着・実施・転帰・予後の割合 

 



 

図5-a 予想されるバイスタンダー属性ごとの目撃の割合とバイスタンダーCPR実施の割合(%) 

 
図5-b 予想されるバイスタンダー属性ごとのAED装着の割合(%) 



 
図5-c 予想されるバイスタンダー属性ごとのバイスタンダーCPR実施とAED使用の割合(%) 

 
図5-d 予想されるバイスタンダー属性ごとのAED作動の割合と転帰・予後(%) 



 

 

 
図6 予想されるバイスタンダー属性ごとのバイスタンダーCPR実施・AED装着の割合の年次推移(%) 



 

 

 
図7 予想されるバイスタンダー属性ごとの転帰・予後の割合の年次推移(%) 
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